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「障がい」の表記について  

「障がい」の表記については、国においては「法令における「障害」の表記について

は、当面、現状の「障害」を用いることとし、…」（平成 22 年,「障害者制度改革の推進

のための第二次意見」障がい者制度改革推進会議）としていますが、法令等を除いて、

「常用漢字表は地方公共団体や民間組織において、…。それぞれの考え方に基づいた表

記を用いることが可能である。」（平成 30 年,「「障害」の表記に関するこれまでの考え方

（国語分科会確認事項）」文化審議会国語分科会）と確認されています。 
 これらを踏まえ、本計画では、当事者等への配慮から、原則として「障がい」と表記

します。ただし、法令やそれに基づく制度などの固有名詞は「障害」と表記します。 
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第１章 計画の概要 

１ 基本的な考え方                              

（１）計画策定の趣旨 

本計画は、平成12（2000）年、人権教育及び人権啓発の推進に関する法律（以

下「人権教育・啓発推進法」という。）に規定する地方公共団体の責務を踏ま

え、本市の人権教育・啓発の総合的な推進を図るための各種の個別計画や施策の

基本となる計画です。 

本市では、市民一人ひとりが人権尊重の理念について理解を深め、「全ての人

の人権が尊重され、誰もがその個性と能力を十分に発揮できる社会」の実現を目

指し、人権教育・啓発の取組を総合的かつ計画的に進めるため、平成29（2017）

年３月に「糸魚川市人権教育・啓発推進計画」を策定しました。 

近年の新たな人権課題、それらに対する意識の変化や社会の関心の高まりを受

けて、関係法令・施策の改正や社会情勢の変化を反映し、今後の人権課題を見据

えて、この度「第２次糸魚川市人権教育・啓発推進計画」を策定するものです。 

 

（２）計画の目的 

 

 

 

本市における人権教育・啓発は、「日本国憲法」や「教育基本法」等の国内法、

条例や糸魚川市総合計画等に即して推進します。 

本市では、令和４（2022）年３月に「第３次糸魚川市総合計画」を策定し、そ

の基本計画の中で、全ての人の人権が尊重され、年齢や性別、障害の有無などに

よらず、誰もがその個性と能力を十分に発揮できる社会を実現するため、市民の

人権意識の高揚を図り、あらゆる差別解消のための施策を推進することを掲げて

います。本計画は、これらを実現するため、お互いを尊重し、認め合い、活かし

合う多様性の尊重や社会的包摂の意識を醸成させることを目的とします。 

 

（３）計画の期間 

本計画の期間は、令和４（2022）年度から令和８（2026）年度までの５年間とし

ます。ただし、今後の社会情勢の急激な変化等により特に必要と認めた場合は、そ

の都度見直しを行います。  
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２ 人権教育・啓発のあり方                        

本市は、「人権教育・啓発推進法」が規定する定義（第２条）及び基本理念（第

３条）等を踏まえ、人権教育・啓発の基本的あり方について以下のように捉えてい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）連携と協働による多様な機会の提供 

人権問題がますます複雑化、多様化する傾向の中で、人権教育・啓発は、家庭、

学校、園（保育園・幼稚園）、地域、関係機関、関係団体など社会全体が連携・協

働し、あらゆる場と機会を通じて、より効果的、総合的に推進することが必要です。 

 

（２）発達段階を踏まえた効果的な推進 

市民一人ひとりが、人権の重要性を正しく理解し、その精神を身に付け、自他の

人権を尊重する態度と行動により日常生活を営むことが必要です。 

人権教育・啓発は、幼児から高齢者に至る幅広い年齢層を対象とするものであり、 

対象者の発達段階を踏まえ実施する必要があります。 

 

（３）市民の自主性の尊重と人権教育・啓発における主体性の確保 

人権教育・啓発に当たっては、人権問題は人の内面的な問題に関わることや多種

多様な意見があることなどから、市民一人ひとりの自主性を尊重し、押し付けにな

らないよう、また異なる意見に対する寛容の精神に立って自由な意見交換ができる

環境づくりに努める必要があります。 

このような点を踏まえ、行政が行う人権教育・啓発は主体性や中立性を確保しな

ければなりません。 

 

  

「人権教育・啓発推進法」 

＜定義＞ 

 人権教育・・・人権尊重の精神の涵養を目的とする教育活動 

 人権啓発・・・国民の間に人権尊重の理念を普及させ、それに対する国民の理解を深める

ことを目的とする広報その他の啓発活動（人権教育を除く。） 

＜基本理念＞ 

 国及び地方公共団体が行う人権教育及び人権啓発は、学校、地域、家庭、職域その他の様々

な場を通じて、国民が、その発達段階に応じ、人権尊重の理念に対する理解を深め、これを

体得することができるよう、多様な機会の提供、効果的な手法の採用、国民の自主性の尊重

及び実施機関の中立性の確保を旨として行われなければならない。 
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３ 基本的な視点                               

 これまでの人権教育・啓発は、一人ひとりが個人の尊厳を自覚し、人権意識を向上

させれば人権侵害や差別はなくなり、人権が尊重される社会が実現するという前提で

進められてきました。しかし、人権意識の向上は容易に達成できるものではなく、社

会情勢や社会構造の大きな変化により、人権問題は一層複雑化・多様化しています。 

 人権教育・啓発に関する施策については、次の５つを基本的な視点としながら推進

します。 

 

（１）「思いやり・やさしさ」から「権利主体性」の強調へ 

  人権は、個人の尊厳に基づき、生存と自由を確保し、幸福を追求するために必要

不可欠な権利として憲法によって保障され、条約、法令、判例などを含む社会の共

通ルールである「法」によって具体的に守られています。そのため、人権が侵害さ

れたとき、国・自治体による人権相談・救済や裁判を活用して、失われた人権の回

復を主張できるのです。この主張は権利の主体（権利の持ち主）として行う正当な

もので、「特異で利己的な自己主張」や「わがまま」ではありません。 

これまでの人権教育・啓発では、人権侵害を受けた人々は「助けなければならな

い、かわいそうな人」であり、こうした人々を生まないため、他者への「思いやり」

や「やさしさ｣という心のあり方が強調されてきました。この視点はもちろん重要で

す。その上で、今後の人権教育・啓発では、誰もが法制度や規範に基づく権利主体

としての人権が保障されることを強調する必要があります。 

 

（２）法を理解し使いこなす力（リーガル・リテラシー）を重視する 

  権利の主体として人権に関わる法や制度を使いこなすことで私たちの人権は実

際に守られ、その積み重ねによってその法や制度は実質化します。こうした権利に

ついて広く伝え、学ぶ機会を確保し、市民が自分の権利について認識し、めざめ、

そして行動していける環境づくりが重要です。 

  このため、本計画では、市民一人ひとりが年齢や性別に関わりなく、法を理解し

使いこなす力を向上させるという視点を重視します。自分にどんな権利があるかに

ついて法や制度の存在を知り、その権利を行使するためどのように手続きすれば良

いか理解し使いこなす能力を身に付けることで、はじめて自分の人権を守り、自分

らしさを実現できるからです。子ども、高齢者、障がいのある人、配偶者等からの

暴力（以下「ＤＶ」という。）被害者など、人権に関わる法や制度に関する情報を

入手しにくい人々にとって、法を理解し使いこなす力はなくてはならないものです。
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そのためには、適切な情報を提供する工夫が必要です。 

 

（３）人権侵害を傍観せず、人権侵害された人々を支援する 

  多くの人々にとって人権侵害は他人事で、自分には直接関わりないと思われてい

ます。しかし、人権侵害はその対象となった人の問題であると同時に、人権侵害を

行った人の問題でもあり、社会の問題でもあります。 

人権侵害を受けた人々が権利を主張しやすい環境づくりが地域社会に求められ

ており、人権侵害が起きた場合、侵害された人々を傍観せず、声掛けし、励まし、

勇気づけ、人権相談や救済手段の手立てを紹介するなど、人権問題の解決と根絶に

向けて共に考え、行動する地域社会を目指します。 

 

（４）多様性（ダイバーシティ）の尊重と社会的包摂（ソーシャル・インクルージョ

ン）についての意識を醸成する 

「差別」を生まない、生みにくい環境を整えるため、国籍や人種、宗教、性別、年

齢、障がいの有無、価値観などに関わらず、一人ひとりがお互いを尊重し、認め合

い、活かし合う多様性の尊重や誰一人取り残さない社会的包摂についての意識を醸

成することが必要です。 

 

（５）人権教育・啓発と人権相談・救済との関連を重視する 

  これまで人権教育・啓発と人権相談・救済は別個のものと見なされてきました。

しかし、権利主体性を重視する人権教育・啓発にあっては、全ての人々の法を理解

し使いこなす力の向上を重視します。人権が侵害された場合、どこに行けば人権相

談に応じてもらえるか、どのような救済手段が利用可能か、そのための手続きはど

うすれば良いのかなどは、人権救済にとってとても重要な情報です。こうした情報

を通じて、自分の人権が法や制度によって保障されていることをより深く認識する

ことにより、人権侵害された場合の対応に備えることができます。 

  このように、人権教育・啓発と人権相談・救済は本質的に深く関わっているとい

う視点を重視します。 
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４ 策定の背景                                

（１）国際的な潮流 

国際連合は、第３回総会、昭和23（1948）年において、差別撤廃・人権確立に

よって人類共通の願いである恒久平和の実現を明確にするという基本精神をもっ

た「人権に関する世界宣言」を採択しました。 

そして、人類社会の最も基本的なルールである人権を確立し、世界の全ての

人々が幸せな未来を迎えられるよう、第49回総会、平成６（1994）年において、

「人権教育のための国連10年」とする決議を採択し、「行動計画」を提起しまし

た。 

平成27（2015）年の国連サミットでは、2030年までに持続可能でより良い世界 

を目指す国際目標である「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ:Sustainable Development 

Goals）」が全会一致で採択されました。17のゴール、169のターゲットから構成

され、地球上の「誰一人取り残さない（leave no one behind）」ことを誓ってお

り、人権尊重の理念がその基礎にあります。 

 

（２）国・県の取組 

国においては、内閣総理大臣を本部長とする「人権教育のための国連10年」推

進本部を設置し、平成９（1997）年には国内行動計画と「人権教育・啓発に関す

る基本計画」を策定しました。 

国内の法制定をめぐる動向としては、平成９（1997）年に「人権擁護施策推進

法」が制定され、人権教育・啓発に関する施策や人権が侵害された場合の被害者

救済に関する施策を進めることは、国の責務であると明記されました。 

また、人権教育・啓発に関する理念や国、地方公共団体、国民の責務などを法

律として規定する必要があるとして、平成12（2000）年には「人権教育及び人権

啓発の推進に関する法律」が制定されています。 

新潟県では、同和教育を中核とした人権教育を推進するため、昭和53（1978）

年に「同和教育基本方針」を策定しました。 

その後、「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」が施行されたことに伴い、

平成 16（2004）年に「新潟県人権教育・啓発推進基本指針」を策定、平成 22（2010）

年には「新潟県人権教育基本方針」を策定し、学校教育及び社会教育における人権

教育の一層の推進と充実を図っています。 
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（３）糸魚川市の取組 

本市では、このような動向を受け、全ての市民が互いの人権を尊重し合う社会

を実現するため、国・県の人権に関する計画や指針に沿って、現状に即した人権

教育及び人権啓発の推進、分野別の人権施策の推進など、当市が取り組むべき人

権教育・啓発の基本的方向を明らかにする「糸魚川市人権教育・啓発推進基本指

針」を平成19（2007）年３月に策定し、各分野で人権に配慮した施策を推進して

きました。 

しかし、社会状況の変化は著しく、子どもや高齢者、女性の人権、インターネ

ットによる人権侵害等の問題は更に深刻化しており、これまで顕在化していなか

った新たな人権侵害も発生しました。 

そこで、市として人権教育・啓発を更に進めるため、平成 29（2017）年３月に第

１次となる「糸魚川市人権教育・啓発推進計画」を策定しました。 
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１【貧困】 10【不平等】

２【飢餓】 11【持続可能な都市】

３【保健】 12【持続可能な消費と生産】

４【教育】 13【気候変動】

５【ジェンダー】 14【海洋資源】

６【水・衛生】 15【陸上資源】

７【エネルギー】 16【平和】

８【経済成長と雇用】 17【実施手段】

９【インフラ、産業化、
　　　　 イノベーション】
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５ 計画の体系                                
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第２章 あらゆる場における人権教育・啓発の推進 

１ 家庭における人権啓発の推進                        

（１）現状と課題 

「家庭はあらゆる教育の出発点」と言われるように、生涯にわたって豊かな人

権感覚を養う上で家庭の果たす役割は極めて重要です。中でも、人間形成の基礎

を培う幼少期に、家庭での遊びやしつけ、家事や家族の触れ合いなど、日常生活

を通じて豊かな情操や思いやりの心、自立心などを育みながら、基本的な社会ル

ールを教えていくことが大切です。 

しかし、近年の核家族化やひとり親家庭の増加、経済格差の拡大に伴う貧困率

の増加、少子化や地域における連帯意識の希薄化などに伴い、子育ての孤立化や

家族の絆の弱体化に起因する育児不安、育児ノイローゼ、児童虐待、しつけへの

自信喪失、過保護や過度の放任といった家庭の教育力低下が子どもの発達に大き

な影響を与えています。 

また、インターネットやスマートフォンの普及などにより、家族間の触れ合い

も希薄となる等、人と人とが直接対話をするコミュニケーションがより一層重要

となっており、家庭教育を支援していく必要性が生じています。 

 

（２）施策の基本方針 

ア 家庭における人権教育の支援 

妊娠期から思春期までの子どもの発達段階に応じた子育て学習や父親向け

の家庭教育参加啓発講座などで、親子が共に人権感覚を身に付けられるよう学

習機会の提供と充実を図ります。 

また、家庭の経済状況などの子育てに関する様々な悩みに対して、相談体制

を拡充します。 

講演会、乳幼児健康診査などを通して、子育ての土台となる親子の愛着形成、

自己肯定感を育む子育ての重要性を啓発します。 

家族全員が家庭内外において自他の人権を尊重し合えるよう、日常生活に

おける様々な人権意識の高揚を目指した啓発活動や情報提供を積極的に行

い、人権問題について家庭内で活発な話し合いが行われ、日常生活の場で実

践されるよう促します。 
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イ 地域の教育力向上の支援 

子どもは、「社会の宝」「地域の宝」という認識のもと、民生委員・児童

委員の活動等を通して、子どもの社会性の育成や地域社会の教育力の向上を

図るとともに、地域住民からの声かけや見守り活動を通して、子どもが安全

に過ごすことができる地域づくりを推進します。 
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２ 保育園・幼稚園等における人権教育の推進                       

（１）現状と課題 

乳幼児期は、自尊感情が育つなど人格形成の基礎が培われる重要な時期であり、

大人との関係を土台として、生活や遊びの中でほかの子どもと関わることで、人に

は同じ側面や様々な違いがあることを知り、自分を大切に思うように人を大切に思

う人権感覚の基礎を培っていきます。 

保育園や幼稚園では、豊かな人間性を育む保育等に努めていますが、少子化の進

行や地域における連帯意識の希薄化などに伴い、家庭・地域の教育力が低下し、子

育ての孤立化などによって子どもの社会性や想像力、感性が育ちにくくなっていま

す。園児を大人と同様に権利の主体として尊重し、一人ひとりの特性や発達段階、

置かれている環境に配慮しながら、子どもの最善の利益を考慮し、成長に合わせた

保育が必要です。 

そのためには、職員の人権意識の向上と、人権に留意した適切な保育のための資

質向上を図ることが必要です。 

また、家庭や地域との連携によって、人権を大切にする保育を実践するとともに

家庭における人権教育の支援が必要です。 

 

（２）施策の基本方針 

ア 人権を大切にする心を育てる保育の推進 

園児が自分自身を肯定的に捉え、価値ある存在として認め、大切に思う気持

ちを育む保育を推進します。 

園児を大人と同様に権利の主体として認め、発達段階に合わせて、心豊かな

関わりや触れ合いの中で、お互いの人権を尊重しあう保育等の充実に努めます。 

また、園児への人権に留意した保育や保護者への支援を適切に実践するため、

研修機会等を通じて、職員が人権に対する正しい知識や認識を持つよう努めま

す。 

 

イ 家庭や地域と連携した園児への人権に留意した保育の推進 

家庭との連携のもと、親子の愛着形成に努めるとともに、善悪の判断や、自

分も他人も大切に思い、命を大切にする心など、乳幼児期において人権意識を

育む教育を推進します。 

また、地域、保育園、幼稚園等の関係機関が連携して、子どもの人権を大切

にしながら、保護者が主体的に子育てできるよう支援します。 
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３ 学校教育における人権教育、同和教育の推進                      

（１）現状と課題 

学校教育においては、児童生徒一人ひとりに人権尊重の精神を育みながら、発達

段階に応じた計画的・組織的な人教教育、同和教育を行ってきました。しかし近年、

価値観の多様化、核家族化、少子化の進行並びに情報化の進展等、子どもを取り巻

く社会環境が大きく変化しています。加えて、そのような状況の中で、児童虐待、

いじめ、体罰、インターネットによる人権侵害、デートＤＶ1等、子どもに対する人

権侵害が問題となっています。 

「児童の権利に関する条約2」では、全ての子どもが平等に大人と同じ人間として

の人権が認められ、主体的に生きる権利があると定めています。 

そのため、児童生徒を権利の主体として尊重し、子どもの最善の利益を考慮した

人権教育が必要です。 

また、教職員は子どもの発達段階で発生する様々な人権課題に適切な対応を行う

ため、人権意識及び資質の向上を図る必要があります。 

  

（２）施策の基本方針 

ア 教職員の資質の向上 

教職員は、様々な人権課題についての正しい認識と人権感覚を身に付け、指

導力、実践力の向上を図ります。また、差別の現実に学び、現地研修等を通し

て理解を深めます。 

 

イ 児童生徒の権利主体性を育てる人権教育の推進 

「児童の権利に関する条約」の理念を基に、児童生徒が権利及び義務をとも

に正しく理解し、いじめ等人権侵害を受けた場合に、嫌なことは嫌だと言える、

助けを求めることができる教育を推進します。 

子どもの意見や意思を尊重する取組を教科等の指導、生徒指導、学級経営等、 

教育活動全体を通して積極的に進めます。 

 

                                                   
1 デートＤＶとは、交際中の異性への暴力行為。殴る、蹴るといった身体的な暴力のほか、罵倒(ば

とう)する、金銭を要求する、性行為を強要するなどの行為も含まれる。 
2 児童の権利に関する条約（子どもの権利条約）とは、子どもの基本的人権を国際的に保障する

ために定められた条約であり、18 歳未満の子どもを「権利をもつ主体」として位置づけ、大人

同様ひとりの人間として人権を保障している。 
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ウ 人権尊重の精神を育む教育の推進 

    様々な人権に関する理解を深め、豊かな人権感覚を養い、互いに自他の大切

さを認め合う態度や行動力を身に付けさせるため、「新潟県人権教育基本方針」、

人権教育、同和教育の全体計画や年間指導計画（以下「計画」という。）に基

づき、学校の教育活動全体を通じて指導の充実を図ります。 

 

エ 部落問題学習を中核にした人権教育の推進 

同和問題・部落差別の背景と現状を理解し、児童生徒の発達段階に応じて

部落差別の解消へとつながる学習を計画に明記し、推進します。 

     

 

 

 

 平成元（1989）年に国連で採択され、平成２（1990）年に発効しました。日本に

おいては平成６（1994）年に批准されています。 

 ひとりの人間としての人権を認めるとともに、成長過程の子どもだからこその権利

も定められており、以下の４つを一般原則としています。 

 

 

 

 

 

  

  児童の権利に関する条約とは 

差別の禁止 

全ての子どもは、子ども自身又は

親の人種、性別、言語、宗教、意

見、財産、障がいなどを理由に差

別されないもの。 

生命、生存及び発達に対する権利 

全ての子どもは生きる権利と発達

する権利を持ち、そのために必要

な支援を受けることが保障される

もの。 

 

児童の意見の尊重 

子どもは自身に関係する事柄につ

いて自由に意見を表すことがで

き、その意見は子どもの発達によ

って考慮するもの。 

 

児童の最善の利益 

子どもに対する全ての措置をとる

際には、「子どもの最善の利益」が

主として考慮されるもの。 
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４ 社会教育における人権教育、同和教育の推進                      

（１）現状と課題 

全ての人の人権が尊重される社会の実現を目指し、人権問題を知識として学ぶだ

けではなく、日常生活において態度と行動に現れるような人権感覚の醸成が求めら

れます。 

本市では、生涯学習推進計画に沿った各種事業を実施し、人権に関する知識の習

得や人権について考える機会の提供に努めてきました。 

一人ひとりがお互いを認め合い、共に生きるまちづくりを進めるために人権意識

は重要であり、市民が主体的に人権問題を考えるような社会教育、同和教育のプロ

グラムを提供することが大切です。また、様々な人権問題に関して深い見識を持つ

人材を活用し、地域における人権教育、同和教育の指導者を養成する必要がありま

す。 

 

（２）施策の基本方針 

ア 教育・啓発活動の推進 

冊子やリーフレット、教育資料、視聴覚教材のほか、電子媒体を活用するな

ど時代に即した教材を活用し、人権教育、同和教育など人権意識を高める啓発

活動を推進します。 

家庭、学校・保育園、幼稚園、地域が連携を図りながら、お互いの命を大切

にし、豊かな心を育む人権教育、同和教育を推進します。 

  地域全体が自他の人権を尊重し合うよう、フィールドワークなど参加体験型

の手法など、より実効的な手法を取り入れた指導者研修会の実施など、地域人

材の育成を図ります。 

 

イ 地域における人権教育の支援 

地域に根差した学習機会や情報を提供し、指導者の育成などが図られるよう、

地区公民館の人権教育・啓発活動を支援します。 

 

 

  



- 15 - 
 

５ 市民に対する人権啓発の推進                        

（１）現状と課題 

人権啓発は、市民一人ひとりが人権を尊重することの重要性を正しく認識し、こ

れを前提に他者の人権にも十分配慮した行動をとることができるようにするとと

もに、人権侵害があった場合には、これに適正に対処できるよう啓発を推進する必

要があります。 

本市では、人権啓発として、様々な人権課題をテーマにした講演会・研修会、人

権意識高揚のための街頭啓発、広報紙による啓発事業並びに新潟地方法務局糸魚川

支局及び糸魚川人権擁護委員協議会などの関係団体等との連携を実施しています。 

今後は、対象者の発達段階や理解度を踏まえ、親しみやすいテーマや具体的事例

を用いた啓発、参加型や体験型の啓発など、より効果的な手法を検討し啓発を推進

する必要があります。 

 

（２）施策の基本方針 

ア 対象者の発達段階や理解度に応じた啓発の推進 

家庭、学校・保育園、幼稚園、地域、職場などで、各年齢層の日常生活にお

ける経験や興味、関心などに応じた人権啓発に努めます。 

 

イ 効果的な啓発の推進 

法の下の平等、個人の尊重といった基本的視点での人権啓発に加え、より身

近な具体的事例、社会問題となっている事例を取り上げ、より効果的な人権啓

発の推進に努めます。 

広報紙、パンフレット、ホームページ、安心メール、ＳＮＳ（ソーシャル・

ネットワーキング・サービス）3を活用した人権啓発、講演会、研修会などの知

識習得型の人権啓発に加え、体験研修や社会奉仕活動への参加などの参加型や

体験型の人権啓発を検討し、より効果的な取組を推進します。 

 

 

 

  

                                                   
3 ＳＮＳ（ソーシャル・ ネットワーキング・サービス）とは、個人間のコミュニケーションを促進

し、社会的なネットワークの構築を支援する、インターネットを利用したサービスのこと。 
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６ 企業・団体等に対する人権啓発の推進                       

（１）現状と課題 

企業においては、地域社会の一員として、「企業の社会的責任（CSR）」を果たし、

社会に貢献することが求められており、企業自らの人権問題への対応や雇用主とし

ての取組が進められています。 

しかし、採用選考における身元調査の実施や不適切な質問、不要な書類の提出要

請など、人権への配慮が不十分な事例も発生しています。その他にも、賃金や処遇

での男女差別やセクシャル・ハラスメント（性的嫌がらせ）、パワー・ハラスメン

ト（上司による嫌がらせ）、マタニティ・ハラスメント（妊娠や出産者に対する嫌

がらせ）、高齢者、障がいのある人、外国にルーツがある人への雇用差別に加え、

近年ではＬＧＢＴＱ4（性的少数者）等に対する差別・偏見なども見受けられ、企業

は、人権に関わる問題を現在でも多く抱えています。 

また、団体等においても、企業と同様に地域社会の一員として社会的責任と社会

的貢献が求められています。 

 

（２）施策の基本方針 

ア 企業等に対する人権啓発の推進 

経営者、人事担当者などが人権問題についての正しい理解を深めるため、関

係機関と連携し、啓発や研修内容への助言、情報提供などに努めます。 

市内事業者又は商工団体に対し、人権教育・啓発のための助言・指導に努め

ます。 

 

イ 企業内の人権啓発に対する支援 

雇用や職場における人権問題を解消するため、人権教育・啓発に対する企業

の取組を支援します。 

企業内で起こりうる人権問題に対する啓発だけでなく、企業での研修等を人

権教育のひとつの場と捉え、様々な人権問題についての研修等が開催されるよ

う企業に対して働きかけます。 

 

                                                   
4 ＬＧＢＴＱとは、 L：女性愛者（レズビアン）、G：男性愛者（ゲイ）、B：両性愛者（バイセクシ

ャル）、T：こころの性とからだの性の不一致（トランスジェンダー）、Q：性別が分からない、決め

ていない、模索中である等（クエスチョニング等）のそれぞれの単語の頭文字をとった名称。また、

これら以外にも様々な性のあり方（セクシュアリティ）が存在することを表すため「ＬＧＢＴＱ＋」

と表現されることもある。 
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７ 市職員の人権教育・研修の推進                        

（１）現状と課題 

  全ての市職員は、日常の業務において、また施策の企画・立案、実施、評価に

至る全施策過程を通じて、憲法の基本理念の一つである基本的人権の尊重を踏ま

えて業務を遂行することが求められています。 

このため、職員が業務遂行のあらゆる場面で、人権について自ら考え、行動で

きるようにするための研修を行うことが必要です。 

  また、職員は市民の生命・財産を守るため、より高い人権意識が求められてい

ます。業務の性格上、人権に対する十分な認識や配慮が求められる各種相談業務

や戸籍等業務に従事する職員はもとより、全ての職員への人権研修の充実が必要

です。 

「市役所の業務は全て人権に結びつくこと」、「市の保有する個人情報の漏洩

は人権侵害につながること」などを常に認識して各種行政業務を遂行するととも

に、日常の業務を人権尊重の視点で捉え直して工夫や改善に努める必要がありま

す。 

 

（２）施策の基本方針 

ア 年齢や役職に応じた研修の充実 

人権尊重の理念に基づき、基本的人権の趣旨を踏まえた実践的な人権研修を実

施します。 

講演会やセミナーへの積極的な参加など様々な機会を捉えて教育・啓発に努め

ます。 

 

イ 「人権風土」の定着の推進 

個人情報を適正に取り扱うために、研修などを通して、個人情報保護について

周知徹底を図ります。 

研修内容を具体的に職務遂行の中で十分に活かすことが必要なことから、人権

理念だけでなく職務遂行との関連を重視した研修を充実します。 

人権問題につながる情報を日頃から職員向け電子掲示板に載せるなど職員啓発

を行います。 

情報セキュリティポリシー（情報セキュリティ基本方針及び市行政全般におけ

る情報セキュリティ対策基準）を市が所掌する情報資産に関する業務に携わる職

員に定着させます。 
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８ インターネット上での人権侵害を防ぐための人権教育・啓発の推進                       

（１）現状と課題 

近年、情報に関する技術革新は目覚ましく、携帯情報端末（スマートフォン）や

タブレット型端末などの普及によって、「いつでも・どこでも・だれもが・簡単に」

情報の発信や交換ができるようになり、私たちの日常生活において多くの利便性を

もたらしています。 

その一方で、個人情報の流出や悪用、個人に対する誹謗・中傷や差別的な内容の

書き込みなど、様々な人権侵害につながる事例も多数発生しており、その対応策が

求められています。 

法務省の「人権侵犯事件統計」によると、インターネットを利用した人権侵犯事

件については、図１のとおり令和２（2020）年では 1,850 件と、平成 29（2017）年

の 2,541 件をピークに減少傾向ではありますが、平成 18（2006）年の 256 件と比較

するとおよそ 7.2 倍となり、情報技術の発展に伴う人権侵害は深刻な状況にありま

す。 

 

このような中、人権を侵害するような書き込みに対しては、「特定電気通信役務

提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律」（プロバイダ責

任制限法）に基づき、書き込みをされた人がプロバイダ5等に対して書き込みの削除

や書き込みをした人の情報開示を請求するなど、インターネット上の人権を守るた

めの取組も進んできています。 

                                                   
5 プロバイダとは、インターネット接続の電気通信役務を提供する組織のことで、インターネットサー

ビスプロバイダ（英語:Internet Service Provider）や ISP とも呼ばれる。日本では、電気通信事業

者であり、インターネット接続事業者（略して接続事業者）と訳されることがある。 
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図１ インターネット上の人権侵犯事件数 
出典：「人権侵犯事件統計」 法務省 大臣官房 令和３年５月 31 日 
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本市においても、学校では、児童・生徒への情報モラルの学習を進めるととも

に、保護者を対象とした携帯電話やインターネットに関する講習会などに取り組

んできました。しかし、ＳＮＳによる人間関係のもつれや出会い系サイトなどに

よるトラブルをはじめ、インターネットによる人権侵害や犯罪は依然として後を

絶ちません。 

 

（２）施策の基本方針 

ア 個人のプライバシーや名誉に関する教育・啓発の充実 

  インターネット上のプライバシーや個人情報保護などに関する啓発・学習機

会を充実します。 

  学校教育では、児童生徒にインターネットによるいじめ問題等を踏まえた情

報モラル教育を推進するとともに、保護者に対しても研修会等を通じて啓発を

行います。 

 

イ トラブルに巻き込まれないための教育・啓発の充実 

  子どもが加害者や被害者にならないよう、インターネット上の情報を適切に

取捨選択して利用するとともに、適切に情報発信を行う能力を習得するための

教育を推進します。 

  インターネット上の詐欺やトラブルに関する啓発・学習機会を充実します。 

 

ウ 関係機関との連携強化 

  法務局、警察、人権擁護委員、ほか関係機関との連携・協力を強化し、人権

侵害行為を確認した際には、プライバシーの保護を優先し、対応します。 

 

 

  


